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第 ６ 回   熊本県議会  教育警察常任委員会会議記録 

 

平成29年２月23日(木曜日) 

            午前９時59分開議 

            午前11時20分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成28年度熊本県一般会計補

正予算(第15号) 

 議案第４号 平成28年度熊本県立高等学校

実習資金特別会計補正予算(第１号) 

 議案第７号 平成28年度熊本県育英資金等

貸与特別会計補正予算(第２号) 

 議案第19号 専決処分の報告及び承認につ

いてのうち 

 議案第32号 専決処分の報告及び承認につ

いて 

 報告第３号 専決処分の報告について 

 報告事項 

  ①平成28年熊本地震被災文化財等復旧復

興基金による支援について 

――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 渕 上 陽 一 

        副委員長 橋 口 海 平 

        委  員 山 本 秀 久 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 森   浩 二 

        委  員 岩 田 智 子 

        委  員 大 平 雄 一 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし)  

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 教育委員会 

         教育長 宮 尾 千加子 

教育理事 金 子 徳 政 

教育総務局長 青 木 政 俊 

教育指導局長 越 猪 浩 樹 

教育政策課長 田 村 真 一 

首席審議員兼学校人事課長 國 武 愼一郎 

社会教育課長 河 村 雅 之 

文化課長 平 井   貴 

施設課長 西 川 哲 治 

高校教育課長 牛 田 卓 也 

政策監兼高校整備推進室長 手 島 和 生 

義務教育課長 坂 梨 光 一 

特別支援教育課長 藤 田 泰 資 

人権同和教育課長 古 澤 広 義 

体育保健課長 平 田 浩 一 

警察本部 

本部長 後 藤 和 宏 

警務部長 森 川   武 

生活安全部長 甲 斐 利 美 

刑事部長 吉 長 立 志 

交通部長 奥 田 隆 久 

警備部長 中 島 恵 一 

首席監察官 松 岡 範 俊 

参事官兼警務課長 熊 川 誠 吾 

参事官兼会計課長 木 村 浩 憲 

理事官兼総務課長 今 村 光 宏 

参事官兼生活安全企画課長 田 中 哲 浩 

参事官兼刑事企画課長 杉 村 武 治 

参事官兼交通企画課長 田 中   亨 

参事官兼警備第一課長 原   秀 二 

交通規制課長 森   教 烈 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 黒 岩 雅 樹 

     政務調査課主幹 濱 邊 誠 治 

――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○渕上陽一委員長 おはようございます。た

だいまから第６回教育警察常任委員会を開会

いたします。 
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 それでは、本委員会に付託されました議案

等を議題とし、これについて審査を行いま

す。 

 まずは、議案等について、教育委員会、警

察本部の順に説明を求めた後、一括して質疑

を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、着座のまま簡

潔にお願いします。 

 初めに、教育長から総括説明を行い、続い

て担当課長から順次説明をお願いします。 

 

○宮尾教育長 おはようございます。教育委

員会でございます。 

 議案の説明に先立ちまして、１点御報告を

させていただきます。 

 去る１月27日に、宇土の雤乞い大太鼓附関

連資料というのがございますが、これの国重

要有形民俗文化財指定につきまして、国の文

化審議会から文科省に答申がなされまして、

近く指定される見込みとなりました。 

 雤乞いにちなんだ太鼓の国指定は全国初め

てでございまして、国重要有形民俗文化財の

指定は熊本県初でございます。宇土市民の皆

様のこれまでの御尽力のたまものでございま

して、大変うれしいことだと思っておりま

す。 

 今後、宇土市と連携し、後継者育成等によ

り一層の支援を行い、地域の活性化につなげ

てまいります。 

 それでは、今回提案申し上げております教

育委員会関係の議案の概要につきまして御説

明させていただきます。 

 まず、平成28年度２月補正予算につきまし

て、第１号議案平成28年度熊本県一般会計補

正予算(第15号)、第４号議案平成28年度熊本

県立高等学校実習資金特別会計補正予算(第

１号)、第７号議案平成28年度熊本県育英資

金等貸与特別会計補正予算(第２号)におきま

して、総額４億9,463万円余の減額補正をお

願いしております。 

 次に、繰越明許費の補正でございます。 

 熊本高校体育館災害復旧事業など８件につ

きまして、繰越明許費補正を行うものでござ

います。 

 次に、債務負担行為の設定でございます。 

 平成28年熊本地震に伴う他都道府県からの

派遣教職員に係る宿舎等の整備など８件につ

いて債務負担行為を設定するものでございま

す。 

 次に、第19号議案は、専決処分の報告及び

承認に関するものでございます。 

 昨年12月に発生いたしました鳥インフルエ

ンザの防疫作業に従事する職員の時間外勤務

手当等について、知事専決にて補正予算を編

成したため、報告を行うとともに承認をお願

いするものでございます。 

 続きまして、条例等議案ですが、議案第32

号につきましては、熊本県育英資金貸付金の

支払い請求に係る訴えの提起に係るものでご

ざいます。 

 以上が今議案に提案申し上げております議

案等の概要です。 

 詳細につきましては、担当課長からそれぞ

れ御説明申し上げますので、よろしくお願い

いたします。 

 

○渕上陽一委員長 次に、担当課長から説明

をお願いします。 

 

○田村教育政策課長 教育政策課でございま

す。 

 資料２ページをお願いいたします。 

 上段の教育委員会費でございますが、130

万4,000円の減額でございます。 

 右側説明欄１の委員報酬の(1)教育委員会

委員報酬等における支給見込み額の減による

ものでございます。 

 中段の事務局費につきましては、2,314万

7,000円の減額でございます。 

 右側説明欄１の事務局運営費等の(3)県立
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学校校務情報化推進事業における県立学校教

員の校務用パソコンリース更新に係る入札残

等、所要見込み額の減によるものでございま

す。 

 下段の教職員人事費は、77万2,000円の減

額でございます。 

 右側説明欄１の教職員住宅建設事業の(1)

教職員住宅建設償還金及び財産処分費におけ

る教職員廃止住宅の解体工事に要する経費の

入札残等、所要見込み額の減によるものでご

ざいます。 

 ３ページをお願いいたします。 

 １段目の恩給及び退職年金費は、1,587万

7,000円の減額でございます。 

 右側説明欄１の(1)恩給及び退職年金費を

ごらんください。 

 年度途中におきます受給者死亡による所要

見込み額の減によるものでございます。 

 ２段目の教育施設災害復旧費は、292万

8,000円の減額でございます。 

 右側説明欄１、現年教育施設災害復旧費、

(1)教職員住宅災害復旧事業の入札残等、所

要見込み額の減によるものでございます。 

 ３段目の教育指導費につきましては、

1,967万3,000円の減額でございます。 

 右側説明欄１、教員研修事業、(2)初任者

研修、小中学校におきます研修時における初

任者にかわって授業を行う非常勤講師の採用

実績減等、所要見込み額の減によるものでご

ざいます。 

 ４段目の教育センター費は、33万3,000円

の減額でございます。 

 右側説明欄１、研修事業費、(1)講習会事

業におきまして、今回の熊本地震によりまし

て指導者養成講習会の実施を見合わせるな

ど、所要見込み額の減によるものでございま

す。 

 以上、総額6,403万4,000円の減額補正を計

上しております。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○國武学校人事課長 学校人事課でございま

す。 

 各事業の説明に先立ちまして、今回補正を

お願いしております教職員の給与費につきま

しては、各課に共通する事項でございますの

で、一括して学校人事課の例で御説明させて

いただきます。 

 説明資料は、４ページをお願いいたしま

す。 

 上段の事務局費につきましては、3,982万

7,000円の増額補正を計上いたしておりま

す。 

 このうち、右側説明欄の１、職員給与費に

つきましては、当初予算では、昨年の平成28

年１月１日時点で在籍している職員の給与を

もとに算定をいたしております。その後、４

月の人事異動などにより、予算と実際の給与

費に違いが生じておりますので、今回、現状

に合わせて補正をお願いしているものでござ

います。 

 以下、学校人事課の教職員給与費及び社会

教育課、文化課、施設課、体育保健課の職員

給与費に係る補正予算につきましても、同様

の理由によるものでございますので、当課及

び各課からの説明は省略させていただきま

す。 

 なお、今回学校人事課に計上しております

教職員給与費のうち、小学校及び中学校の教

職員給与費につきましては、平成28年熊本地

震に伴う他都道府県からの派遣教職員等の給

与費も計上しておりますが、今御説明しまし

たとおり、給与費全体で見ますと、４月の人

事異動等により実際の給与費が予算を下回っ

ており、派遣教職員等の給与費を含めても支

給見込み額の減となっております。 

 それでは、学校人事課の各事業について御

説明いたします。 

 引き続き、上段の事務局費ですが、右側説
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明欄の２、事務局運営費等の減額につきまし

ては、平成28年熊本地震により被災した児童

生徒の心のケア及び学力保障など、災害に伴

い新たに発生した業務に不足する教職員を確

保するための宿舎借り上げ等に要する経費の

所要見込み額の減によるものでございます。 

 また、３、退職手当の増額は、事務局職員

の年度末までの自己都合等の退職者に係る退

職手当の支給見込み額の増によるものでござ

います。 

 次に、下段の教職員人事費３億3,847万

9,000円の減額につきましては、右側説明欄

の１、退職手当におきまして、教職員の年度

末までの自己都合等の退職見込み数の減尐に

伴う退職手当の支給見込み額の減、２、児童

手当において、支給対象児童見込み数の減尐

に伴う児童手当の支給見込み額の減、３、管

理運営費において、(1)の県立学校技師欠員

等補充配置費で、学校技師の勤務日数の実績

減に伴う賃金等の所要見込み額の減、(2)の

就学支援金交付等事業で、就学支援金の支給

対象者の減尐に伴う高等学校等就学支援金の

所要見込み額の減によるものでございます。 

 また、４、公立学校教員採用選考考査事務

費では、熊本市への問題提供に係る負担金収

入の増に伴い財源更正をお願いしておりま

す。 

 説明資料の５ページをお願いいたします。 

 上段の教職員費につきましては、５億

9,616万2,000円の減額でございます。 

 このうち、２の国庫支出金精算返納金36万

7,000円は、義務教育国庫負担金について、

過年度分の額の再確定に伴う国庫への精算返

納金でございます。 

 次に、３段目の高等学校総務費の３億

5,393万6,000円の減額のうち、右側説明欄の

２、学校運営費の減額は、非常勤講師の勤務

時間数の実績減に伴う報酬の支給見込み額の

減によるものでございます。 

 次に、４段目の全日制高等学校管理費で

は、1,668万9,000円の増額補正を計上してお

りますが、これは、新年度から県立学校の電

力を入札により調達することに伴いまして、

３月分の電気代について、今まで新年度の４

月に検針を行い新年度予算で支払っていたも

のを３月に検針を行い今年度予算で支払うた

めの経費でございます。 

 ６ページをお願いいたします。 

 先ほどの全日制高等学校管理費、１段目の

定時制高等学校管理費、そして２段目の通信

教育費におきまして財源更正をお願いしてお

りますが、これらは、いずれも、生徒数の変

動に伴う授業料、入学料等の歳入の増減等に

より、学校運営費を補正するものでございま

す。 

 ３段目の特別支援学校費につきまして

1,211万7,000円の増額補正を計上しておりま

す。 

 これは、右側説明欄の２、学校運営費の

(1)特別支援学校運営費で、電力調達入札に

伴う３月分の電気代支払い見込み額の減、

(2)の特別支援学校非常勤配置費で、非常勤

講師等の勤務時間数の実績に伴う報酬等の所

要見込み額の減によるものでございます。 

 ４段目の教育施設災害復旧費につきまして

は、8,715万5,000円の減額でございます。 

 これは、右側説明欄の１、現年教育施設災

害復旧費ですが、平成28年熊本地震に伴い発

生した備品及び教材購入費の所要見込み額の

減によるものでございます。 

 以上、学校人事課として、最下段ですが、

総額18億8,907万7,000円の減額補正をお願い

しております。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○河村社会教育課長 社会教育課でございま

す。 

 説明資料の７ページ上段をお願いいたしま

す。 



第６回 熊本県議会 教育警察常任委員会会議記録（平成29年２月23日) 

 - 5 - 

 社会教育総務費でございますが、407万

7,000円の減額でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 主なものといたしましては、２の地域・家

庭教育力活性化推進事業費の(1)放課後子ど

も教室推進事業、(2)地域と協力した学力向

上プロジェクト、(3)学校を核とした地域の

教育力強化事業のいずれも国庫補助事業にお

ける所要見込み額の減による減額でございま

す。 

 また、(4)放課後子供教室一体型の推進に

係る設備整備事業は、国の２次補正予算に伴

う国庫10分の10の補助事業で、放課後子供教

室で使用するＩＣＴ機器の整備に要する経費

として1,708万8,000円を計上しております。 

 なお、本事業につきましては、年度内の執

行が困難であるため、この後御説明いたしま

すが、全額繰り越しをお願いすることとして

おります。 

 次に、下段をお願いいたします。 

 図書館費でございますが、225万6,000円の

減額でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 主なものといたしましては、２の管理運営

費のうち、(2)図書館人件費でございます。 

 具体的には、平成28年熊本地震で閉館した

ことに伴うカウンター業務補助等、人件費の

所要見込み額の減でございます。 

 説明資料の８ページをお願いいたします。 

 教育施設災害復旧費でございますが、

1,103万5,000円を計上しております。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の社会教育施設災害復旧費の(1)青尐年

教育施設災害復旧事業でございますが、落雷

で被災したあしきた青尐年の家の中央監視シ

ステム等の修繕に要する経費などを計上した

ものでございます。 

 なお、あしきたの修繕に要する経費につい

ては、年度内の執行が困難であるため、この

後御説明いたしますが、全額繰り越しをお願

いすることとしております。 

 以上、総額で470万2,000円の増額補正をお

願いしております。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○平井文化課長 文化課でございます。 

 説明資料の９ページをお願いします。 

 文化費でございますが、17億3,560万3,000

円を計上しております。 

 右側の説明欄をお願いいたします。 

 ３の文化財調査費の(2)埋蔵文化財発掘調

査受託分でございますが、県が受託した国等

の公共事業に伴う埋蔵文化財発掘調査につい

て、発掘調査面積の縮小などにより減額する

ものでございます。 

 次に、５の平成28年熊本地震被災文化財等

復旧復興基金積立金でございますが、昨年８

月から12月末までに文化財復旧のために寄せ

られた民間からの寄附金を積み立てるもので

ございます。既に７月末までの分を９月補正

で８億1,293万6,000円積み立てております

が、今回の補正で新たに18億992万1,000円を

積み立てるものでございます。 

 続きまして、説明資料の10ページをお願い

いたします。 

 美術館費でございますが、6,343万6,000円

の減額でございます。 

 右側の説明欄をお願いします。 

 ４の美術館施設整備費でございますが、県

立美術館本館改修整備事業に係る入札残等に

より減額及び地方債充当による財源更正をお

願いしております。 

 続きまして、説明資料の11ページをお願い

します。 

 教育施設災害復旧費でございますが、１億

5,324万1,000円の減額でございます。 

 右側の説明欄をお願いします。 

 １の現年教育施設災害復旧費の(1)美術館

本館災害復旧費でございますが、これは、美

術館本館１階展示室の照明設備等の修理設計
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業務委託の入札残による減額及び美術品修復

委託料のうち平成29年度以降実施されるもの

を減額するものでございます。 

 ２の社会教育施設災害復旧費の(1)文化財

災害復旧事業でございますが、これは、平成

28年熊本地震により被災した国・県指定文化

財の災害復旧をするために必要な費用でござ

います。国指定文化財である熊本城跡の崩落

した石垣の撤去等の応急処置費用、県指定文

化財である八勢眼鏡橋の工事費用などについ

て計上しております。 

 また、現行の補助制度を活用してもなお残

る国・県指定文化財の民間所有者の負担軽減

を図るため、所有者負担の２分の１補助に要

する費用を計上しております。 

 以上、総額15億1,892万6,000円を計上して

おります。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○西川施設課長 施設課でございます。 

 説明資料の11ページ下段をお願いします。 

 事務局費でございますが、73万円を減額し

ております。これは、事務費の執行残に伴う

減額によるものでございます。 

 12ページをお願いします。 

 上段の学校建設費でございますが、１億

1,825万5,000円を減額しております。 

 説明欄の１の県立高等学校施設整備費の

(1)熊本地震に係る都道府県派遣職員関係経

費は、熊本地震の災害復旧に伴う他県からの

派遣職員受け入れに要した経費の計上、(2)

校舎新・増改築事業は、小川工業高校実習棟

改築事業の基本設計委託費の減額、(3)県立

高等学校施設整備事業は、事業見直しによる

減、(4)電子入札システム管理運営事業は、

教育庁負担金の執行残に伴う減額によるもの

でございます。 

 中段の特別支援学校費でございますが、

1,079万8,000円を減額しております。 

 説明欄の１の施設整備費の(1)特別支援学

校施設整備事業でございますが、事業費見直

しによる減でございます。 

 下段の教育施設災害復旧費でございます

が、６億3,182万1,000円を計上しておりま

す。 

 説明欄の１の現年教育施設災害復旧費の

(1)公立文教施設災害復旧指導監督事務費

は、事務費の執行残に伴う減額、(2)県立学

校施設災害復旧事業は、熊本高校及び熊本工

業高校の体育館災害復旧事業に要する経費の

計上、仮設校舎リースの入札残に伴う減額及

び災害査定に伴う財源更正によるものでござ

います。 

 以上、総額５億203万8,000円を計上してお

ります。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○牛田高校教育課長 高校教育課でございま

す。 

 説明資料の13ページをお願いいたします。 

 上段の事務局費でございますが、1,181万

7,000円の減額でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の事務局運営費等でございますが、(2)

新設高等学校等教育環境整備事業における阿

蘇中央高校及び天草拓心高校の校舎間バス運

行委託の入札に伴う執行残等、所要見込み額

の減によるものでございます。 

 下段の教育指導費でございますが、１億

4,202万1,000円の減額でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 主なものとしましては、１の指導行政事務

費の(1)通学支援事業におけるバス等の利用

者の実績減による減額、(3)高等学校等通学

支援事業(熊本地震対応分)における貸し切り

バス委託の入札に伴う執行残等、所要見込み

額の減でございます。 

 ２の学校教育指導費の(5)スーパーグロー

バルハイスクール推進事業は、国庫委託金の
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内示減でございます。 

 説明資料の14ページをお願いいたします。 

 １段目の高等学校総務費でございますが、

右側の説明欄をごらんください。 

 １の高等学校入学学力検査費の(1)高等学

校入学者選抜学力検査は、入学者選抜手数料

の減免措置に伴う財源更正でございます。 

 ２段目の教育振興費でございますが、

6,166万6,000円の減額でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 主なものとしましては、３の高等学校等進

学奨励費の(1)奨学のための給付金事業にお

ける交付対象者の見込み減に伴う所要見込み

額の減でございます。 

 ３段目の学校建設費でございますが、

4,890万1,000円の減額でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の県立高等学校施設整備費の(1)県立高

等学校再編・統合施設整備事業における旧水

俣高校教室等ほか解体、球磨地区新校Ａ及び

新校Ｂの設計委託工事に係る入札に伴う執行

残等、所要見込み額の減によるものでござい

ます。 

 ４段目の保健体育総務費でございますが、

100万円の減額でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の学校保健給食振興費の(1)定時制高等

学校夜食費における対象者の見込み減に伴う

所要見込み額の減でございます。 

 ５段目の教育施設災害復旧費でございます

が、9,890万3,000円の減額及び財源更正をお

願いいたしております。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の現年教育施設災害復旧費の(1)県立高

校産業教育設備災害復旧費でございますが、

寄附による取得や入札の執行残による所要見

込み額の減及び国庫負担の対象となったこと

に伴う財源更正でございます。 

 以上、一般会計につきましては、３億

6,430万8,000円の減額でございます。 

 続きまして、説明資料の15ページをお願い

いたします。 

 上段でございますが、熊本県立高等学校実

習資金特別会計でございます。 

 農業高等学校費でございますが、３万

2,000円の増額を計上しております。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の県立高等学校実習基金積立金でござい

ますが、基金運用利息の増によるものでござ

います。 

 下段をお願いいたします。 

 熊本県育英資金等貸与特別会計でございま

す。 

 育英資金等貸付金でございますが、5,576

万5,000円の減額でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の貸付金の(1)育英資金貸付金でござい

ますが、これは、奨学生の退学や辞退等に伴

う貸与者数の実績減によるものでございま

す。 

 ２の国庫支出金返納金でございますが、こ

れは、貸与者からの返還金の見込み減による

国への返還金の実績減によるものでございま

す。 

 以上、一般会計、特別会計合わせまして、

総額で４億2,004万1,000円の減額でございま

す。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○坂梨義務教育課長 義務教育課でございま

す。 

 説明資料の16ページをお願いします。 

 教育指導費でございますが、8,292万2,000

円の減額でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の指導行政事務費でございますが、これ

は、(1)の指導行政事務費の所要見込み額の

減によるものでございます。 

 次に、２の学校教育指導費でございます

が、主なものとしましては、(6)の小中一貫
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教育推進事業の国庫委託金の内示減や、(8)

の熊本地震被災児童生徒就学支援事業の所要

見込み額の減によるものでございます。 

 次に、３の教員研修費でございますが、こ

れは、(1)の指導改善研修事業の所要見込み

額の減によるものでございます。 

 次に、４の児童生徒の健全育成費でござい

ますが、主なものとしましては、(2)の小・

中学校スクールカウンセラー等派遣事業の所

要見込み額の減によるものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いします。 

 

○藤田特別支援教育課長 特別支援教育課で

ございます。 

 説明資料17ページをお願いします。 

 まず、上段の教育指導費でございますが、

2,029万2,000円の減額でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の指導行政事務費の(1)特別支援学校通

学支援事業(熊本地震対応分)でございます

が、これは、平成28年熊本地震により通学困

難となった特別支援学校の生徒のための通学

支援に要する経費の所要見込み額の減による

ものでございます。 

 次に、２の学校教育指導費でございます

が、主なものとしまして、(2)のほほえみス

クールライフ支援事業でございますが、これ

は、人工呼吸器看護師派遣補助事業における

補助対象者が見込みよりも尐なかったことに

伴う減額でございます。 

 (4)の発達障がい等支援事業でございます

が、熊本地震の影響による事業の中止等に伴

う所要見込み額の減によるものでございま

す。 

 次に、下段の特別支援学校費でございます

が、453万円の減額でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の施設整備費の(1)特別支援教育環境整

備事業でございますが、山鹿分教室改修工事

の入札残による所要見込み額の減及び地方債

充当による財源更正でございます。 

 ２の学校運営費の(1)県立特別支援学校管

理運営費でございますが、これは、熊本かが

やきの森支援学校運営費における所要見込み

額の減によるものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○古澤人権同和教育課長 人権同和教育課で

ございます。 

 説明資料の18ページをお願いします。 

 まず、上段の教育指導費でございますが、

29万1,000円の減額でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の学校教育指導費の(1)の各種人権教育

研修事業については、所要見込み額の減でご

ざいます。 

 (2)の人権教育研究推進事業については、

国庫補助の内示減による減でございます。 

 次に、下段の社会教育総務費でございます

が、171万7,000円の減額でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の人権教育振興費の(1)の人権フェステ

ィバル事業及び(2)の人権教育促進事業につ

いては、所要見込み額の減でございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○平田体育保健課長 体育保健課でございま

す。 

 説明資料の19ページ上段をお願いいたしま

す。 

 保健体育総務費でございますが、419万

7,000円の減額でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 主なものといたしまして、２の学校保健給

食振興費の(1)県立学校における健康診断に

つきましては、実績に基づく所要見込み額の

減、また、(2)防災教育を中心とした実践的
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安全教育総合支援事業につきましては、国庫

委託金の内示減によるものでございます。 

 次に、下段の体育振興費でございますが、

1,051万6,000円の減額でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 主なものといたしまして、１の学校体育振

興費の(3)子どもの体力向上推進事業につき

ましては、国庫委託金の内示減、(5)児童生

徒のスポーツ環境整備事業につきましては、

実績に基づく所要見込み額の減、また、２の

社会体育振興費の(1)県民体育祭補助につき

ましては、県民体育祭中止に伴う所要見込み

額の減でございます。 

 なお、(2)国民体育大会につきましては、

岩手県からの選手の大会派遣費として寄附金

を受け入れたことに伴う財源更正でございま

す。 

 続きまして、説明資料の20ページをお願い

いたします。 

 上段の体育施設費でございますが、2,268

万5,000円の減額でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の県営体育施設整備費の(1)県営体育施

設整備事業につきましては、所要見込み額の

減及び藤崎台県営野球場の施設整備費用とい

たしまして寄附金を受け入れたことに伴いま

す財源更正でございます。 

 次に、下段の教育施設災害復旧費でござい

ます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の社会教育施設災害復旧費の(1)県営体

育施設災害復旧事業につきましては、藤崎台

県営野球場の災害復旧費用といたしまして寄

附金を受け入れたことなどに伴う財源更正で

ございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○田村教育政策課長 教育政策課でございま

す。 

 続きまして、説明資料の21ページをお願い

いたします。 

 繰越明許費補正の変更について御説明をい

たします。 

 教育総務費につきましては、教職員住宅の

解体等に要する経費として2,100万円の設定

をお願いしております。 

 これは、平成28年熊本地震の影響などによ

りまして、年度内に竣工できないことが予想

されたため、繰越明許費の設定をお願いする

ものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○河村社会教育課長 社会教育課でございま

す。 

 同じく21ページの下段をお願いいたしま

す。 

 繰越明許費の変更について御説明いたしま

す。 

 上段の社会教育費でございますが、国の２

次補正予算に伴う全額国庫の補助事業として

放課後児童クラブと一体型の放課後子供教室

で使用するＩＣＴ機器等の整備を行う市町村

に対する補助金について1,708万8,000円の設

定をお願いしております。 

 また、下段の教育災害復旧費につきまし

て、補正前が7,200万円、補正後が9,647万

7,000円で、2,447万7,000円の増額変更でご

ざいます。 

 これは、落雷で被災したあしきた青尐年の

家の中央監視システム等の修繕に要する経費

について繰越明許費の増額補正をお願いする

ものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○平井文化課長 文化課でございます。 

 説明資料の22ページをお願いします。 

 繰越明許費の変更につきまして御説明いた
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します。 

 上段の教育費につきまして、補正前が

3,700万円、補正後が4,300万円で、600万円

の増額変更でございます。 

 文化財保存事業及び日本遺産による文化財

群魅力発信支援事業につきまして繰越明許費

の増額補正をお願いするものでございます。 

 下段の災害復旧費につきまして、補正前が

４億6,800万円、補正後が５億5,700万円で、

8,900万円の増額変更でございます。 

 これは、文化財災害復旧事業及び美術館本

館災害復旧費について繰越明許費の増額補正

をお願いするものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○西川施設課長 施設課でございます。 

 引き続き、説明資料の22ページ下段をお願

いします。 

 繰越明許費の変更につきまして御説明いた

します。 

 災害復旧費でございますが、補正前が17億

6,500万円、補正後が24億5,800万円で、６億

9,300万円の増額変更でございます。 

 これは、先ほど御説明しました２月補正で

計上いたします熊本高校及び熊本工業高校の

体育館災害復旧事業につきまして繰越明許費

の増額補正をお願いするものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○牛田高校教育課長 高校教育課でございま

す。 

 説明資料の23ページ上段をお願いいたしま

す。 

 繰越明許費の変更につきまして御説明いた

します。 

 災害復旧費につきまして、4,721万9,000円

の増額変更でございます。 

 これは、県立高校産業教育設備災害復旧費

におきまして寄附による取得を見込んでおり

ましたが、一部の設備において寄附による取

得が困難と判断されるため、繰越明許費の増

額補正をお願いするものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○平田体育保健課長 体育保健課でございま

す。 

 説明資料の23ページ下段をお願いいたしま

す。 

 繰越明許費の追加につきまして御説明いた

します。 

 保健体育費でございますが、藤崎台県営野

球場防護パッド改修工事に係る県営体育施設

整備事業につきまして302万4,000円の設定を

お願いしております。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○田村教育政策課長 教育政策課でございま

す。 

 続きまして、説明資料の24ページをお願い

いたします。 

 上段は、派遣職員宿舎等賃貸に係る債務負

担行為の設定でございます。 

 これは、他県からの災害復旧支援の派遣職

員を受け入れる際に必要となります家電製品

等の賃貸料として217万2,000円を計上してお

ります。 

 次に、公立学校初任者研修バス賃借に係る

債務負担行為の設定でございます。 

 公立学校初任者研修に係るバスの賃借料と

して58万4,000円を計上しております。 

 いずれも、年度当初から必要となる経費で

あるため、債務負担行為を設定するものでご

ざいます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いします。 
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○國武学校人事課長 学校人事課でございま

す。 

 説明資料は、引き続き24ページをお願いい

たします。 

 上段は、派遣職員宿舎等賃借に係る債務負

担行為の設定でございます。 

 これは、平成28年熊本地震に伴う他都道府

県派遣教職員の宿舎等を年間賃借するので、

1,884万8,000円を計上しております。 

 下段は、校長宿舎等賃借に係る債務負担行

為の設定でございます。 

 東稜高校及び大津支援学校の校長宿舎等を

年間賃借するもので、216万円を設定してお

ります。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○河村社会教育課長 社会教育課でございま

す。 

 続きまして、説明資料の25ページをお願い

いたします。 

 電話相談室賃借に係る債務負担行為の設定

でございます。 

 これは、家庭教育電話相談事業で使用する

電話相談室を年間賃借するもので、54万円を

計上しております。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○西川施設課長 施設課でございます。 

 引き続き、説明資料の25ページ２段目をお

願いします。 

 県立学校用地等賃借に係る債務負担行為の

設定でございます。矢部高校プール用地など

４校における年間賃借料でございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○牛田高校教育課長 高校教育課でございま

す。 

 説明資料の25ページ３段目をお願いいたし

ます。 

 一般会計の債務負担行為設定について御説

明いたします。 

 旧水俣高校残存物品処理業務に係る債務負

担行為の設定でございます。 

 これは、旧水俣高校教室等ほか解体工事に

伴う処分委託料で、680万円を計上しており

ます。 

 ４段目をお願いいたします。 

 熊本県育英資金等貸与特別会計の債務負担

行為設定について御説明いたします。 

 これは、熊本県育英資金で使用するシステ

ムの保守業務委託料で、109万1,000円を計上

しております。 

 続きまして、説明資料の26ページをお願い

いたします。 

 第32号議案は、熊本県育英資金の返還金に

関して行った知事の専決処分に関するもので

ございます。 

 26ページに記載しております４人の債務者

に対する訴えの提起に係る専決処分につい

て、本議会において報告し、承認をお願いす

るものでございます。 

 当課では、育英資金返還金の未収金対策の

一つとして、平成22年度から、長期滞納者に

対する法的措置として支払い督促の申し立て

を行っているところです。支払い督促は、県

が裁判所に申し立てて、裁判所から債務者に

対し奨学金の一括返還を命じてもらうもので

あり、最終的には債務者の財産に強制執行す

ることも可能となるものです。 

 27ページの２、専決処分の理由の前段にあ

りますように、県が行った支払い督促に対

し、４人の債務者から異議の申し立てがなさ

れました。異議の申し立てがなされた債務者

につきましては、後段にありますように、民

事訴訟法の規定により、支払い督促の申し立

てのときにさかのぼって訴えの提起があった

ものとみなされ、訴訟に移行いたします。 
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 県が訴えの提起を行うには、本来、地方自

治法の規定により、県議会の承認をいただく

必要がございますが、このように法の規定に

より債務者からの異議申し立てと同時に訴訟

へ移行する案件につきましては、議会で御審

議いただく時間がないことから、今回の事案

につきまして、知事の専決処分といたしまし

た。このため、これを本議会に報告し、承認

をお願いするものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○國武学校人事課長 学校人事課でございま

す。 

 説明資料は、別冊の平成28年度12月専決予

算をお願いいたします。 

 該当箇所は、その２ページでございます。 

 事務局費でございますが、358万5,000円を

計上いたしております。 

 これは、右側説明欄の１、職員給与費です

が、平成28年12月に発生しました鳥インフル

エンザの防疫作業に従事する職員の時間外勤

務手当等でございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○渕上陽一委員長 それでは、続いて警察本

部から説明をお願いします。 

 初めに、後藤警察本部長。 

 

○後藤警察本部長 委員の皆様には、警察行

政の各般にわたり、格別の御理解と御支援を

賜っておりますことに対しまして、改めて御

礼申し上げます。 

 それでは、着座にて総括説明をさせていた

だきます。 

 まず、第１号議案一般会計補正予算第15号

でありますけれども、これは、熊本地震災害

警備活動等に要しました職員給与費の増額の

ほか、既存事業の見直しや今後の執行見込み

の精査による歳出予算の整理を行うものでご

ざいまして、合わせて４億9,200万円余の増

額補正をお願いしているところでございま

す。 

 また、災害復旧費等に関しまして、復旧・

復興関連事業に係る工事需要の高まり等か

ら、年度内に事業を完了しない可能性がある

工事分につきましての繰越明許費の設定及び

平成29年度当初から業務を開始する必要があ

る事業についての債務負担行為の設定をお願

いしているところでございます。 

 次に、第19号議案一般会計補正予算第14号

でございますが、これは、昨年12月26日に発

生いたしました鳥インフルエンザの対応に要

する経費に関し、専決処分をさせていただき

ました警戒活動に伴う職員給与費900万円余

の増額補正について報告をし、御承認をお願

いするものでございます。 

 次に、報告第３号でありますが、これは、

専決処分をさせていただきました10件の交通

事故の和解についての報告でございます。 

 詳細につきましては、この後担当者から説

明させますので、御審議のほどよろしくお願

い申し上げます。 

 

○渕上陽一委員長 次に、担当課長等から説

明をお願いします。 

 

○木村会計課長 予算関係議案につきまし

て、お手元の警察本部の説明資料で御説明を

いたします。 

 １ページをお願いします。 

 第１号議案平成28年度２月補正予算につい

てでございます。 

 ２月補正予算につきましては、既存事業の

見直しや今後の執行見込みの精査による補正

が主な内容となっております。 

 上段の公安委員会費をごらんください。 

 262万9,000円の減額をお願いしておりま

す。 
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 これは、公安委員報酬の支給見込み額の減

額と熊本地震の影響により開催中止となりま

した会議関連経費の減額でございます。 

 次に、下段の警察本部費の補正額をごらん

ください。 

 ７億6,434万6,000円の増額をお願いしてお

ります。 

 説明欄１の職員給与費７億2,685万3,000円

の増額は、熊本地震災害警備等に伴う警察職

員に対する諸手当の支給見込み額の増額でご

ざいます。 

 ２の退職手当4,067万1,000円の増額は、退

職者への支給見込み額の増によるものでござ

います。 

 ３の警察一般管理費514万円の減額は、警

察統合ＯＡ整備事業における委託業務の入札

に伴う契約差金などの減額でございます。 

 ４の児童手当196万2,000円の増額は、職員

の子の出生数の見込み増などによる支給見込

み額の増額でございます。 

 ２ページをお願いします。 

 上段の装備費の説明欄をごらんください。 

 警察装備品維持管理費5,401万5,000円の減

額は、燃料卖価の下落に伴う車両維持管理費

の所要見込み額の減や、５月臨時議会におき

まして熊本地震分として増額補正されました

ヘリコプター燃料費の執行不用額などでござ

います。 

 次に、中段の警察施設費の補正額をごらん

ください。 

 2,233万円の減額をお願いしております。 

 説明欄１の警察施設維持費1,812万7,000円

の減額は、警察署等の設備保守委託の入札で

予定価格より安く落札されたことに伴う所要

見込み額の減でございます。 

 ２の警察施設整備費のうち、(1)の警察施

設整備費(卖独事業)の420万3,000円の減額

は、交番、駐在所の新築に伴う設計委託入札

での契約差金などの減でございます。 

 (2)から(4)は、警察施設整備費補助金の増

や地方債充当額の確定により財源更正を行う

ものでございます。 

 次に、下段の運転免許費の補正額をごらん

ください。 

 1,552万8,000円の減額をお願いしておりま

す。 

 説明欄１の自動車運転免許費1,305万円の

減額は、免許センターの免許用消耗品費等の

所要見込み額の減や停止処分者講習等各種講

習関係経費の所要見込み額の減でございま

す。 

 ２の自動車運転免許試験費247万8,000円の

減額は、消耗品費、運転免許技能試験者の維

持管理費等の所要見込み額の減でございま

す。 

 ３ページをお願いします。 

 上段の恩給及び退職年金費925万5,000円の

減額は、昭和37年11月30日以前に退職された

警察職員及びその遺族に対する恩給や普通扶

助料の支給見込み額の減でございます。 

 下段の警察活動費の補正額をごらんくださ

い。 

 １億5,476万7,000円の減額をお願いしてお

ります。 

 説明欄１の一般警察運営費2,743万円の減

額は、警察行政費国庫補助金等の内示額減に

伴う事業費の減や被留置者数の減尐に伴う被

留置者食糧費等の所要見込み額の減などでご

ざいます。 

 ２の総合治安対策費527万4,000円の減額

は、昨年10月から活動中の高齢者や女性、子

供を対象とした交通事故防止活動、防犯活動

などを行う声かけ訪問業務委託の入札につき

まして、予定価格より安く落札されたことに

よる所要見込み額の減でございます。 

 ３の生活安全警察運営費17万5,000円の減

額は、遊技機承認等の許可申請の減尐による

収入証紙売りさばき手数料の所要見込み額の

減でございます。 

 ４の地域警察運営費547万1,000円の減額
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は、駐在所に同居して駐在署員の勤務に協

力、援助している家族に対する報償費等の所

要見込み額の減でございます。 

 ５の刑事警察運営費400万5,000円の減額

は、犯罪捜査関係のシステムや資機材の維持

管理費等の所要見込み額の減でございます。 

 ４ページをお願いします。 

 ６の交通警察運営費１億1,241万2,000円の

減額は、交通総合管理システム開発や自動車

保管場所調査の業務委託の入札につきまして

予定価格より安く落札されたことによる所要

見込み額の減や交通信号機電気料の所要見込

み額の減などでございます。 

 ７の交通安全施設費は、地方債充当額の確

定に伴い、財源更正を行うものでございま

す。 

 以上、平成28年度２月補正における警察費

の補正額は５億582万2,000円の増額となりま

して、補正後の警察費の合計は385億2,062万

円となります。 

 次に、下段の災害復旧費でございます。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 上段の警察施設災害復旧費1,300万円の減

額は、５月臨時議会において措置していただ

きました熊本地震に伴う警察施設の緊急点検

委託費の所要見込み額の減などでございま

す。 

 下段の交通安全施設災害復旧費は、災害基

金繰入金充当額の確定に伴い、財源更正を行

うものでございます。 

 以上、災害復旧費の補正額は、1,300万円

の減額となりまして、補正後の災害復旧費の

合計は15億9,728万8,000円となります。 

 ５ページをお願いします。 

 繰越明許費補正についてでございます。 

 繰越明許費の追加として、項の欄、警察活

動費で263万1,000円の設定をお願いしており

ます。 

 これは、交通安全施設整備事業で、復旧・

復興関連事業に係る工事需要の高まりなどを

受けて、本年度内に工事を完了しない可能性

があるものでございます。 

 次に、変更としまして、項の欄、警察管理

費で、補正後の額として４億8,603万2,000円

をお願いしております。 

 これは、警察施設整備事業で、年度内に工

事が完了しない可能性があるため、２億903

万2,000円の増額をお願いするものでござい

ます。 

 ２段目の警察災害復旧費で、補正後の額と

して12億5,900万6,000円をお願いしておりま

すが、これも、復旧・復興関連事業に係る工

事需要の高まりなどを受けて、年度内に工事

を完了しない可能性があるため、2,000万

6,000円の増額をお願いするものでございま

す。 

 ６ページをお願いします。 

 債務負担行為補正についてでございます。 

 債務負担行為の追加として、交番、駐在所

等の土地、建物の賃借の契約に要する経費

2,304万7,000円、また、変更として、警察関

係業務として、平成29年度当初から、役務の

提供を受ける必要のある顧問弁護士料など、

11項目、8,998万6,000円の増額をお願いして

おります。 

 ここまでが第１号議案関連でございます。 

 ７ページをお願いします。 

 第19号議案熊本県一般会計補正予算第14号

12月専決処分についてでございます。 

 これは、昨年12月発生しました单関町にお

ける鳥インフルエンザ警戒警備に要する経費

として12月27日に知事専決処分されました職

員諸手当928万4,000円の増額でございます。 

 補正後の警察費は、380億1,479万8,000円

となります。 

 ２月補正分の第１号議案と12月専決分の第

19号議案を合計した補正額は５億210万6,000

円の増額となりまして、補正後の警察本部の

合計は401億1,790万8,000円となります。 

 なお、警察本部では、国の第３次補正予算
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に対応した補正予算の計上はございません。 

 以上でございます。 

 

○松岡首席監察官 監察課から報告第３号議

案について説明申し上げます。 

 資料は、８ページから11ページになりま

す。 

 報告第３号専決処分の報告についてであり

ます。 

 これは、県警察の公用車交通事故に係る専

決処分をさせていただいた10件の損害賠償事

案の和解及び損害賠償額の決定に関し、議会

へ御報告させていただくものでございます。 

 それぞれの事故の概要につきましては、10

ページ、11ページに詳細に記載させていただ

いております。 

 10件中１件、番号２でございますが、これ

が人身事故として処理され、ほか９件が物損

事故として処理されておりますが、全て警察

側の過失が大きい事故であり、相手方の賠償

は全て警察で加入しております自動車保険で

対応をしております。 

 ここで、平成28年中の公用車交通事故の発

生状況につきまして説明させていただきます

と、相手方が重傷を負うなどの大きな事故は

ございませんでしたが、警察側に責任のある

事故が58件発生し、前年比プラス４件という

結果でございました。また、発生原因につき

ましては、安全不確認が全体の７割と最も多

く、これらの事故は職員が当たり前の注意を

行えば防げたのではないかと認められるもの

であり、また、事故を起こした職員の年齢を

見てみますと、20歳代、30歳代が全体の７割

以上を占めているところでございます。 

 なお、本年に入りまして、昨日までに公用

車の交通事故は１件のみが発生しただけで、

前年比で、現在のところマイナス10件で推移

しているところであります。１件は発生して

いますものの、これはこれまで展開してきま

した事故防止に関する各種施策の効果が徐々

にあらわれているものと考えられるところで

ございまして、特に今年度予算で約500台ほ

ど配分をさせていただきましたバックモニタ

ーの効果も考えられるところでございます。 

 全国的にも警察職員による公用車の交通事

故につきましては、その防止対策に各県警察

が頭を悩ませているところでございます。 

 また、昨年中に発生しました公用車の交通

事故につきまして、九州各県警察の職員数と

事故発生数で算出しました事故発生率を見て

みますと、その平均は2.67％という数値であ

りまして、熊本県警察が1.75％で唯一１％台

であり、九州では一番低い現状であります。

その他の県の警察では全てが２％を大きく上

回っており、多いところでは3.79という状況

でございました。 

 このような現状にありますが、決して甘ん

じることなく１件でも減尐できますよう、今

後とも引き続き、公用車交通事故の防止に対

する職員の意識啓発と指導教養及び運転訓練

等の実効ある対策に取り組みますとともに、

若い世代の職員に特化したさらなる訓練等の

強化にも努めてまいります。 

 どうか御審議のほどよろしくお願い申し上

げます。 

 

○渕上陽一委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、議案等について質疑を受け

たいと思います。 

 なお、質疑を受けた課は、課名を言って座

ったまま説明をしてください。 

 質疑はありませんか。 

 

○松田三郎委員 これは両方分けずにどっち

もいいですか。 

 

○渕上陽一委員長 一緒にいいです。 

 

○松田三郎委員 ちょっと質問の前に、先ほ

ど教育委員会のほうから、私の聞き漏らしで
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もないんでしょうけれども、繰越明許並びに

債務負担行為、同じことの中で、できるだけ

年度内執行しようと思ったけれども、こうい

う事情でとか原因例があるんだと思いますよ

ね。それを説明なさった課長もいらっしゃい

ますし、じゃなくて、ここに書いてある事項

を読まれただけですので、一応こういう事情

で年度内執行できなかったので繰り越します

というような、その事情なり背景もやっぱり

説明をしていただく、そういう丁寧な説明も

必要なのかなと思いましたので、以降、ぜひ

注意をしていただきたいという要望をまずし

ておきたいと思います。 

 資料につきましては、ちょっと確認といい

ますか、学校人事課、國武課長に。５ペー

ジ。 

 私も、毎年この委員会にいるわけじゃあり

ませんので、もしかすると例年のことかもし

れませんが、冒頭、職員給与費についての御

説明が概括的にありまして、例えば、この学

校人事課の５ページの小学校、中学校です

ね。１段目、２段目。合計すると10億を超え

る減額補正と。これは、大体この時期は毎年

こんなもんなんですか。それとも、ことしは

何か特別な事情があったのかというのを。 

 

○國武学校人事課長 学校人事課でございま

す。 

 ただいまの松田委員の御質問でございます

けれども、先ほど御説明しましたように、平

成28年の１月１日現在での職員の給与で算定

しております。定年退職者については、当然

新規採用者との差がございますので、調整を

行っているところでございますけれども、そ

れ以外の勧奨でありますとか自己都合退職の

方については、そのままの給与を前提に計算

している関係で、若返りといいますか、交代

に伴って差額が生じて、その分が減額の対象

になってきますが、例年は給与改定等でプラ

スマイナスというような感じになっておりま

す。今回は、給与改定でプラスの要素が尐な

かったものですから、こういうふうな大きな

減額となっております。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 はい、わかりました。何も

見込みが大幅に外れて云々というのをしてい

るわけじゃなくて、逆に地震等の影響でちょ

っとふえる要素のほうがあるのかなと思いま

したけれども、改定のプラス要素がなかった

ということで、例年よりもじゃあ減額の額自

体はちょっと多い。 

 

○國武学校人事課長 多うございます。 

 

○松田三郎委員 はい、結構です。 

 

○渕上陽一委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○山本秀久委員 13ページ、２の(4)。 

 今現在、モンタナに派遣は、大体年間どの

くらい派遣しているんですか。 

 

○牛田高校教育課長 高校教育課でございま

す。 

 平成28年度、今年度の実績では、20名の高

校生を派遣しております。 

 以上でございます。 

 

○山本秀久委員 毎年20名ぐらい。 

 

○牛田高校教育課長 前年度は30名の予算を

いただいて派遣しておりましたけれども、今

年度は、そのうち10名を、産業高校の生徒た

ちを別の形でアメリカに派遣しておりますの

で、昨年から比べますと、モンタナだけでは

10名減っております。ただ、トータルとしま

して、海外に派遣した高校生は、もう一つの

事業と合わせて同じ30名でございます。 



第６回 熊本県議会 教育警察常任委員会会議記録（平成29年２月23日) 

 - 17 - 

 以上でございます。 

 

○山本秀久委員 これは、54年の沢田知事の

ときにこれは協定を結んで、それから始まっ

ているわけですけれども、今日までどのくら

い行っているわけ。 

 

○牛田高校教育課長 申しわけございませ

ん。スタートからのロッキーの翼の時代から

の数字はちょっと手元にございませんので、

その後しばらく休止をしておりまして、現在

尐し違った形で始めまして、この何年かを進

めておりますけれども、最初のロッキーのと

きの数字は、済みません、現在のところ手持

ちにはございません。 

 以上です。また後ほど……。 

 

○山本秀久委員 後でわかれば教えてちょう

だい。 

 それと、もう１つ、その後、どういう職に

ついておられるわけ。留学した後の経過はど

ういうふうに調べているわけ。 

 

○牛田高校教育課長 高校教育課でございま

す。 

 現在、始めました事業につきましては、ま

だ始まって３年でございますので、ちょっと

その後の追跡まではまだ難しい状況でござい

ます。 

 

○山本秀久委員 わからぬ。 

 

○牛田高校教育課長 このモンタナの再開し

ましたこの３年の事業につきましては、行っ

た子供たちは、まだ在学していましたり、あ

るいは大学生だったりということが大半でご

ざいますので、その後の就職等の状況につい

ては、まだほとんど実績がないという状況で

ございます。 

 以上でございます。 

 

○渕上陽一委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○岩田智子委員 24ページ、教育委員会のほ

うなんですが、来年度も他の都道府県からの

派遣を要請していただけるということで、宿

舎のこととか載ってますけれども、これは何

人分というところでのお金なのか、聞きま

す。 

 

○田村教育政策課長 教育政策課分でござい

ますけれども、これは、教育政策課は教育委

員会事務局のほうに派遣をいただく予定にし

ている職員でございまして、この中では、一

応施設課を初めとしまして、４課８人分を予

定させていただいております。 

 

○岩田智子委員 人事課のほうも。 

 

○國武学校人事課長 学校人事課でございま

す。 

 宿舎借り上げにつきましては、16名分を計

上いたしております。 

 

○岩田智子委員 ありがとうございます。 

 

○山本秀久委員 何ページだったかな、あし

きた青尐年の家は。 

 

○河村社会教育課長 社会教育課でございま

す。 

 あしきた青尐年の家の災害復旧に関しまし

て、繰り越しのほうですと21ページでござい

ます。８ページにも同様のものはあります

が、８と21に計上させていただいておりま

す。繰り越しですと21ページでございます。 

 

○山本秀久委員 これ順調に──青尐年の家

たいね、あれは毎年どういうふうな状態な
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の。  （「運営状況でございますでしょう

か」  と呼ぶ者あり) 

○河村社会教育課長 あしきた青尐年の家に

関しましては、県の直営当時は年間６万

7,000人ほどの御利用でございまして、そこ

から、例えば26年度だったら６万8,000人、

27年度ですと５万7,000人というところで、

県の直営時とほぼ──ことしも一部地震等が

ございましたので、受け入れできないところ

はありましたが、後半盛り返していると聞い

ておりますので、恐らく６万8,000人程度の

利用者になるかと思われます。 

 

○山本秀久委員 小中学校、高校、どのくら

いの比率。 

 

○河村社会教育課長 あしきた青尐年の家に

関しましては、利用者の内訳といたしまして

は、小学校が約２万人ですので、３割弱で一

番多うございます。その次が中学校が約１万

5,000人ぐらいということで、やはり小学校

と中学校で半分以上というところでございま

す。また、一般の方も１万6,000人程度いら

っしゃいます。 

 

○山本秀久委員 これは、ちょうど前の東坂

教育長のときに、これは大変苦労してつくっ

たんだよ。前は、いきさつがいろいろあった

けれども、皆さん方の協力のおかげで、バブ

ル崩壊したときだったものだから、大変苦労

してつくり上げたやつだから。順調にじゃあ

波及効果は出ているわけだな。出ているわ

け。はい、それならいいです。 

 

○渕上陽一委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○大平雄一委員 １点だけ、警察のほうにい

いですか。 

 被災地防犯アドバイザー、こちらのほうで

増員をされるということなんですけれども、

その増員をされる経緯ですね。犯罪が多くな

ったから増員をされるのか、それとも、もう

ちょっとニーズがあったから増員をされるか

というところを教えていただきたいんです

が。 

 

○松岡首席監察官 被災地防犯アドバイザー

につきましては、昨年９月１日から４名体制

で実施いたしました。４月１日から６人体制

になります。 

 主な活動としましては、自治体職員が対応

している事案についての助言指導、防犯ボラ

ンティア団体との連携、被災者からの相談対

応などに従事しています。 

 そういう状況の中で、現場からの要望もあ

り、被災地の方からいろんな相談をしたいと

いうこともあります。仮設住宅を中心とし

て、自治体、地域支え合いセンター、それと

声かけ訪問隊、それと警察と連携して対応し

ていくのは非常に大事にされているというふ

うなことです。地域支え合いセンターから

も、防犯講話の依頼とか、被災者から受けた

相談に対してのアドバイスが欲しいというよ

うなこともあっております。 

 そういう被災に遭った方、自治体、地域支

え合いセンターからの要望もあって、今回２

名ふやしていただきました。 

 

○渕上陽一委員長 ほかに質疑はありません

か。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○渕上陽一委員長 なければ、これで質疑を

終了いたします。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第４号、第７号、第19号及び第

32号について、一括して採決をしたいと思い

ますが、御異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○渕上陽一委員長 異議なしと認め、一括し
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て採決いたします。 

 議案第１号外４件について、原案のとおり

可決または承認することに御異議ありません

か。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○渕上陽一委員長 異議なしと認めます。よ

って、議案第１号外４件は、原案のとおり可

決または承認することに決定いたしました。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が１件あっており

ます。 

 まず、報告について、執行部の説明を求め

た後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、平井文化課長から報告をお願い

いたします。 

 

○平井文化課長 文化課でございます。 

 別添のその他報告資料をお願いいたしま

す。 

 説明資料の１ページをお願いいたします。 

 平成28年熊本地震被災文化財等復旧復興基

金による支援の概要について御説明をいたし

ます。 

 この基金は、県内外の経済界や県民の皆様

などからいただいた寄附金を財源といたしま

すもので、９月の定例会で議決をいただいて

設置をしております。 

 本年２月15日に第１回の配分委員会を開催

いたしまして、配分方針などを決定いたして

おります。 

 まず、寄附金の額につきましては、平成29

年１月末現在で26.5億円が集まっておりま

す。平成30年度末までには、約42億円となる

見込みでございます。 

 次に、寄附者の意向に沿った仕分けでござ

いますが、仕分けは大きく分けて熊本城の復

旧への支援と熊本城以外の文化財復旧への支

援となっております。阿蘇神社の指定文化財

もこの中に含んでおります。 

 一番下の阿蘇神社等の未指定建造物につき

ましては、政教分離の原則から公金の支出が

できませんので、あらかじめその趣旨を寄附

者に御説明し、税控除の対象となる神社独自

の寄附口座への振り込みをお勧めしておりま

す。 

 さらに、本基金の配分方針でございます

が、寄附者の御意向を踏まえ、熊本城復旧へ

の支援とともに、民間の被災文化財所有者の

負担についてもできる限りの軽減を図ってま

いります。また、公的補助のない未指定の文

化財につきましても、取り壊しの危機が迫っ

ている歴史的建造物などを対象に配分をいた

します。 

 続きまして、２ページの表をごらんくださ

い。 

 これは、民間所有の文化財に対する配分の

基準でございます。 

 一番上から、国指定文化財、県指定文化財

及び国登録文化財の設計費につきましては、

以前から国や県による補助制度がございま

す。これらにつきましては、現行の補助制度

を活用してもなお残っております所有者負担

分の２分の１を補助することといたしており

ます。 

 市町村指定文化財につきましては、市町村

の補助率を、別途県の復興基金も活用して、

全市町村が50％以上となるよう促した上で、

市町村による補助適用後の所有者負担分の２

分の１を補助することとしております。 

 次に、国登録文化財の工事費につきまして

は、現行補助制度がありませんでしたが、今

回、所有者負担額の３分の２を補助すること

といたしております。 

 未指定の歴史的建造物につきましては、２

分の１の補助を基本としまして、所有者から

登録有形文化財になることについて同意がい

ただけました場合は、３分の２を補助するこ

とといたしております。 

 続きまして、３ページをお願いいたしま

す。 
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 その他につきましては、補助率などをグラ

フにしたものでございます。このグラフの中

で薄く色づけしてございます部分が本基金か

らの助成でございます。 

 一番下４ページに、参考として、県の復興

基金を活用しました地域コミュニティー施設

等再建支援事業による地域コミュニティー施

設への補助について示しております。 

 全体を通しまして、このように基金を使い

まして指定文化財から未指定文化財まで全体

をカバーする形で民間所有者を支援できるも

のと考えているところでございます。 

 以上、御報告申し上げます。 

 

○渕上陽一委員長 報告が終了しましたの

で、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○松田三郎委員 今最後に平井課長おっしゃ

った地域コミュニティーのところで、ちょっ

と今までの数字が上がっておりますけれど

も、やりとりの中で、わかる範囲で結構でご

ざいますけれども。当初から、なかなかちょ

っと微妙な案件も出てくるんじゃないだろう

かというような議会のほうからも心配をいた

しておりまして、その後、県の要綱もでき

て、ちょっと見させていただきました。 

 例えば、対象施設、次の要件を全て満たす

ものでといろいろ書いてあって、市町村長が

認定する施設という中に、専ら地域の住民が

交代で維持管理しているとか等々書いてあ

る。 

 当初の説明では、もともと市町村の要望が

強いのをある程度メニュー化して、あるいは

要件化してやっていきますという話でして、

多くはそれで対応できるんだろうと思います

が、中には、市町村もちょっとどうかなとい

うのを上げてこられるという場合に、県とし

て、いや、きっちりこの要件でいくとだめで

すよということがあり得るのか、逆に、いや

いや、最終的に市町村が認定すれば、もうそ

れで進めていいですよという、事実上の決定

の場面といいますか、どっちのほうが強い。

力関係といいますか、があった例が１つ２つ

あれば、ちょっと教えていただきたいと思い

ます。今の質問わかりますか。 

 

○平井文化課長 地域コミュニティーの施設

等の再建支援事業につきましては、１月18日

に市町村に説明会をいたしました。 

 その中で、この要件について合致するも

の、要件といいますと、市町村の区域内にあ

る専ら地域の住民が利用する、専ら地域の住

民が交代で維持管理している、祭りや行事な

どのコミュニティー活動に現に活用され、今

後も活用を継続するという４つの要件がござ

います。 

 これらについて、市町村長さんたちが必要

と判断される施設ということで、地元の要望

をこの合致するものについて取りまとめをい

ただき、県のほうに上げていただき、文化課

などでチェックをして、お金の支払いをする

ということになっております。 

 その中で、これまでも、こういったものが

該当するだろうかというお尋ねが何件もあっ

ておりまして、それについて、もともとこれ

は地域コミュニティーの施設であると、地域

の住民の方が守り継いできた施設ということ

で、その要件を４つ例示しておりますけれど

も、基本的にはこれに基づいて市町村長さん

に御判断をお願いしたいというふうに答えて

おります。 

 ただ、宗教施設について、こういったもの

が、例えば鳥居が対象になるか、そのほか、

関係施設が対象になるかというお問い合わせ

がありましたときは、これは市町村の現地の

実情に応じて、この要件に合致されると認め

られる場合は、市町村長さんの御判断に委ね

るというふうにお答えを基本的にいたしてお

ります。 
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○松田三郎委員 読み方によっては、例えば

専ら何々というのが２つ要件である。真面目

な人は、例えば担当者とかで、専らじゃない

からこれはやっぱりちょっと控えとこうかと

いう人もいる。逆に、ちょっと横着な人は、

専らというのは一から十までじゃないんだっ

たら専らできるかと。 

 そこで、例えば、既に、真面目な人と横着

な人というのは表現があれですけれども、担

当の方によって、そもそも県のほうに上がっ

てこないとか、ケースも──それは別に県が

どうこうしてくださいというわけではありま

せんけれども、最後に課長がおっしゃったよ

うに、最終的には、宗教施設に近いものであ

っても、かつて文化課にもお願いしたよう

に、政教分離というのを行政側は何か断るた

めのしゃくし定規に余り強調し過ぎないよう

にお願いしますとお願いしていたのもいい意

味で影響して、最終的には、もう市町村長が

決めたらそれでいいですということになって

いるんだろうと思いますので、ぜひこれから

も、きょうでしたか、きょうの地元紙朝刊等

にも載っていましたように、ちょうどこの補

助をいただければ助かるなというのがまだま

だあるんだろうと思いますので、今のような

おおらかな対応を県のほうでしていただきた

いと要望しておきます。 

 以上です。 

 

○渕上陽一委員長 ほかに質疑はありません

か。 

  （「はい」と呼ぶ者あり） 

○渕上陽一委員長 なければ、これで報告に

対する質疑を終了いたします。 

 次に、その他ですが、今定例会においては

３月に後議分の委員会もありますので、本日

は急を要する案件についてのみ質疑をお願い

します。 

 何かございませんか。 

 なければ、以上で本日の議題は終了いたし

ました。 

 最後に、要望書が２件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 それでは、これをもちまして本委員会を閉

会いたします。 

  午前11時20分閉会 
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